
   

 

 

 

令和３年度事業報告 

 

コロナ禍２年目となる令和３年度、感染拡大の波は地球上の各地で数次にわたり押

し寄せ、これに応じ社会経済も回復と減速を通期繰り返した。東京オリンピック・パ

ラリンピックは１年遅れで幸いに大きな混乱なく開催することが出来たが、国内にお

ける３回のワクチン接種も収束には依然至らず、ウクライナ侵攻、原油をはじめとす

る各般の物価高、緊張が高まる東アジア情勢など不安定な国内外の政治・経済への懸

念、台風・地震、恒常化する自然災害やＣＯ２排出・温暖化の悪影響など、様々な不安

要素が山積している。 

協会は中期事業計画の４年目の当年度、マンション管理適正評価制度の実現とマン

ション現場におけるＩＴ活用・ＤＸ推進を２大柱とした各事業を強力に推進してきた。 

マンション管理適正評価制度は、国の管理計画認定制度の認定基準とガイドライン

の内容を組み込み、認定手続き支援サービスとの連携による管理組合からの両制度の

同時申請、審査結果のワンストップ取得を可能とする仕組みが実現、ともに令和４年

４月始動の運びとなった。 

マンション管理適正評価制度は、各マンションがマンション毎に協会の定める基準

に即した管理状態の評価を自らが行い、情報公開していくことで管理の質の見える化

を行い、もって管理・運営・居住価値・資産価値の維持向上を図っていくことを目的

としている。 

ＩＴ活用・ＤＸ推進については、改正マンション管理適正化法と改正マンション標

準管理規約によってＩＴ重説、ＩＴ総会・理事会の実施が可能となり、一部のマンシ

ョンでハイブリッド型のＩＴ理事会などが導入されつつある。マンション現場のＩＴ

活用・ＤＸ推進は、管理組合にとって子育て世代の参加機会の増大や、高齢化等によ

る役員の担い手不足・負担軽減などに大きく寄与するばかりでなく、マンション管理

業全体の生産性向上や人材不足対策等にも資するものである。 

今後は、ＩＴ総会開催に際するインフラ整備の負担、通信障害への対応、規約改正

の手続きなど管理組合の課題に管理会社としてどう取り組んでいくかという管理委託

契約上の諸問題にも対処していかなければならない。 

協会はこのほか、保証機構受諾証明発行のオンライン化、管理業務主任者証交付講

習の Web 化、適正評価の審査補助を担う管理業務主任者等に対するｅラーニング講習、

マンションにおける認知症高齢者に対応するためのケーススタディの作成、「マンシ

ョン イノベーション フォーラム」のハイブリッド型開催、など多岐にわたる事業を

展開してきた。その詳細は、以下の通りである。 

 



   

 

 

 

 

 

 

１． 管理の適切性がマンションの市場価値へ正しく反映される仕組みの構築 

 

マンション管理適正評価制度を令和４年４月１日、始動させた。 

同制度は協会が業界 11 団体を主導し取りまとめた「管理の適切性が市場で評価

される仕組み」と「情報開示」の必要性を提案した報告書を基としたもの。 

改正マンション管理適正化法に規定された管理計画認定制度との連携も実現

させた。 

 

①  国・地方公共団体との連携 

マンション適正評価制度の評価基準に管理計画認定制度の認定基準、ガイド

ラインの内容を組込み、認定手続き支援サービスとの連携による管理組合の両

制度の同時申請、審査結果の同時取得を可能とするシステム構築を実現させた。  

今後の地方公共団体の認定事務の軽減に資するものと期待。 

また、政令指定都市をはじめとする多数の地方公共団体に対して、協会制度

を説明するとともに、地方公共団体の管理適正化推進計画策定に関する各般の

検討会に参画し、意見具申を行った。 

②  他団体との連携 

不動産流通ポータルサイトの運営事業者と連携方策についての検討を行い、

当協会評価情報を同サイトに表示するための詳細な協議を進めた。 

また不動産流通団体との連携のもと国土交通省に働きかけ、標準管理委託契

約書別表５の改訂を実現させ、中古マンション売買時の重要事項説明における

記載事項に「管理状態の評価」項目が追加される成果を得た。 

③  制度構築に関連した取組 

1) HP 専用サイトの開設による広報活動を展開するとともに、本部支部で会員向

け勉強会を適時に開催し、会員間の情報共有・意識共有を図った。 

2) マンション管理適正評価制度の運営上必要となる評価登録補助者（管理業務

主任者・マンション管理士）の評価・登録業務事務に関わる役割及び業務規程

を明確化し、認定講習システム（e ラーニングシステム）を令和４年２月より

開始、３月末現在約 5,400 名受講の成果を得た。 

3) 国の認定基準及びガイドラインに応じて評価基準の見直しを行い、評価者向

けの詳細な評価・登録業務マニュアルを２月に策定し、専用サイトに掲載した。 

ミッションⅠ 「マンション管理業の成長発展・社会的評価の向上」に向けた施策 

 



   

 

 

 

4) 現状の保険事故発生状況の調査、分析を継続して行った。 

5) 管理状態の評価に応じた管理組合加入損害保険引受条件の設定等について、

大手損害保険会社と継続して協議・検討を行った。 

  6) 損害保険料割引検討のための、配管類の修繕及び配管清掃の実施状況の調査

を行った。 

  7) 高経年マンション等、現状のままでは低評価が想定されるマンションに対し

て、本制度の登録を条件として、暫定長期修繕計画書策定及び未収金対策に

要した費用の一部を支援する制度を構築し、適正評価の活用促進と評価結果

の向上を促す施策の準備を進めた。 

  8) 長期修繕計画書の策定が進まない管理組合の底上げを図るため、これを策定

する動機付けとなるよう修繕工事項目を 5 項目に絞った暫定版長期修繕計画

書(案)の様式を作成した。 

  9) 共用部分リフォームや専有部分リフォーム時の融資、修繕積立金の運用の際

に優遇が受けられるための検討に着手した。 

  10) 評価結果登録情報の真正性を確保する方策として、登録情報に関する通報

制度を構築するとともに、制度運営事務局においても一定数を抽出したモニ

タリングを実施する方針を決定した。 

11) 本制度運営のための諸規程を整備、従前の特別委員会である管理評価検討

委員会を改組した常設の管理適正評価運営委員会を設置するとともに、合わ

せて事務局体制の強化を図った。 

（管理評価検討委員会、業務・税制委員会、法制委員会、技術委員会） 

 

 

２．コンプライアンス体制の強化・深耕  

 

① モニタリング制度及びフォローアップ制度の推進 

 1) マンション管理適正化法の遵守状況及び管理組合資金の不正流用等防止

のためのコンプライアンス体制等整備状況の確認のため、モニタリング制度

に基づく書面調査を全会員に実施した。 

なお、コロナ禍の影響により立入調査は実施しなかった。 

（コンプライアンス指導委員会） 

  2) フォローアップ制度に基づき、対象社に対して提出された報告書の内容確

認及び指導を行った。（コンプライアンス指導委員会） 

 



   

 

 

 

 3) 書面調査の一部である法定書面の確認について、実効性確保等の観点から、

令和４年度より、全会員ではなく、全会員の半数程度を対象として実施する

ことを決定した。（コンプライアンス指導委員会） 

 4) 立入調査において使用するコンプライアンス体制等整備状況評価基準及び

書面調査において提出を求めているコンプライアンス体制等整備状況調査

票について表現の適正化等を図るため、同じく書面調査において提出を求め

ている適正化法遵守状況調査票について管理業務主任者の押印規制の廃止

を踏まえ、それぞれ所要の改正を行った。（コンプライアンス指導委員会） 

5) 支部モニタリング立入調査は、コロナ禍の影響により実施しなかった。 

（各支部） 

 6) コンプライアンスに関する e ラーニング研修の実施に向けてテキストの作

成等を行い、令和４年度に実施することとした。 

（コンプライアンス指導委員会） 

② 会員行動綱領の遵守の徹底 

会員行動綱領抵触事案に対する調査及び処分に係る審議を厳正に実施し、２

件の厳重注意処分、３件の指示処分、４件の委員長指導を行った。（綱紀委員会） 

  ③ 入会等審査及びコンプライアンス体制整備状況評価の実施 

協会入会基準規程及び保証機構入会基準規程に則り、入会申請社及び資格承

継申請社のマンション管理適正化法遵守状況、財務状況、コンプライアンス体

制整備状況等について審査を実施した。（保証機構執行委員会） 

（正会員） 

新規入会５社、資格承継０社、退会５社、期末会員数３５５社 

（保証機構会員） 

新規入会３社、資格承継０社、退会６社、期末会員数２９９社 

④ 管理費等保証制度の着実な運用 

 令和３年度管理費等保証委託契約更新に際し、保証機構会員の業務実施状況、

財務状況等を調査し、これらの調査結果を基に保証契約更新の可否について審

査した。（保証機構執行委員会） 

（審査結果） 

通常受諾             ２９１社 

担保提供による受諾          １社 

受諾拒否               ０社 

更新申込なし             ５社 

 



   

 

 

 

（保証受諾状況／令和４年３月３１日現在届出済分） 

管理組合数         ９８，９４６組合 

管理戸数       ６，２５７，７０４戸 

保証基金           １，８７３百万円 

保証受諾額        １７１，３９４百万円 

保証倍率            ９１．５倍 

⑤ 保証受諾証明書のオンライン化と保証受諾証明書受領書の廃止 

  保証受諾システム稼働させ、保証委託契約受諾の確認をオンラインで行った

場合には保証受諾証明書受領書を不要とした。（保証機構執行委員会） 

 

 

３．建物の高経年化に配慮した安全・安心な空間の提供 

 

①  大規模修繕工事の標準的な工程（業務の流れ）を会員専用ホームページに掲

載し日常業務への展開のために会員に周知した。（技術委員会） 

② 長期修繕計画書の策定が進まない管理組合の底上げを図るため、これを策定

する動機付けとなるよう修繕工事項目を 5 項目に絞った暫定版長期修繕計画書

(案)の様式を作成した。  

(上記１．③－８)再掲。管理評価検討委員会設備・建築分科会、技術委員会) 

③ 上記１．③－６）にて示された配管類の修繕実施状況及び配管清掃の実施状

況等は適正評価制度の申請時に維持・管理情報として登録を行い、情報の蓄積

を図ることとした。（技術委員会） 

④ 建物及び設備の維持保全・耐震化等に関する技術情報、助成・融資制度を周

知した。（技術委員会） 

⑤ 管理の現場で求められるテーマを捉えて、業務品質の維持向上等に資する冊

子やツールを作成した。（業務・税制委員会） 

 

 ４．居住者の高齢化等に配慮した、快適に永く住み続けていくための専有部サービ

スの提供 

 

 高齢者等が認知症等になっても、住み慣れたマンションで出来るだけ永く住み

続けられるための検討を以下のとおり行った。（産業政策委員会） 

① マンション管理会社の実務に資するため、行政や医療介護、居住者等の視点

から意見を徴収し、多様な視点からの解説を付したケーススタディを作成し

た。 



   

 

 

 

② ケーススタディの作成過程で得られた意見を集約して、認知症研究会のワー

キンググループメンバー（行政関係者や福祉関係者、管理組合団体）にて分

担し日本マンション学会に論文を寄稿した。 

 

 

 ５．防災・減災への取組み、コミュニティ形成の促進 

 

①  災害時に加え、感染症など新たなリスクの発生時においてもマンションで

の生活の継続性を維持するための備えができるよう、管理会社・管理組合への

啓発活動を継続した。（危機管理委員会） 

② 関係団体との連携により防災、減災に係る国の施策や、地方公共団体の助成

制度等の情報収集を継続し、会員及び一般へ提供した。 

 （技術委員会、危機管理委員会） 

③ 管理組合運営への積極的な取組み（保険制度）を継続した。（危機管理委員会） 

   1) 多発する災害に関して、災害対策出動保険が活用された事例について会員

へ周知し、保険の有効性を広報した。あわせて４年目の募集を行い前年度並

みの加入を得た。 

2) 管理組合役員の損害賠償リスクに対処するマネジメント保険制度について、

２年目の募集を行い前年の実績を上回る加入を得た。 

  ④ 東京都豊島区との意見交換を行い、連携を図った。また、千代田区との意見

交換を行い、連携の可能性を探った。（産業政策委員会・危機管理委員会） 

  ⑤ 大阪市北区にて設置された「地域コミュニティ推進検討会議」に参画した。 

（関西支部） 

 

 

 ６．管理組合の「マネジメント」サポート機能の強化、ＩＴ活用・ＤＸ化の推進 

 

① 脱ハンコ政策におけるデジタル改革関連法案並びにＩＴを活用した理事会・

総会の実施に関する標準管理規約の改正を受けて、適切な実施に向けた周知活

動を行った。（法制委員会） 

② 改正適正化法の施行により可能となったＩＴ重説等や、コロナ禍において拡

大したＩＴを活用した理事会・総会等について、先進事例の収集を行った。 

（業務税制委員会） 

 



   

 

 

 

③ 調査、研究等の充実、多様な人材確保のための施策推進 

1) 管理現場における課題の抽出および対応策の検討に資するため、「マンシ

ョン管理トレンド調査」を実施・公表し、協会活動のための基礎資料とした。

（業務・税制委員会、産業政策委員会） 

2)  「マンション管理業 高齢者活躍に向けたガイドライン」に関する会員へ

の周知は協会ＨＰにバナーを掲載し（高齢・障害・求職者雇用支援機構ＨＰ

へのリンク）閲覧できるようにした。 

また、生涯現役支援窓口を開設している東京都内のハローワーク１２ヶ所

を訪問し、作成したガイドラインを説明し、求職者の状況等について情報交

換を行った。（産業政策委員会） 

3)  東京しごと財団における「５５歳以上の方のための就職支援講習」修了者

及び東京都立城南職業能力開発センター「マンション維持管理科」入校生（修

了予定者）との面談会開催を会員へ周知、３月末時点において１１２名の入

職につながった。（産業政策委員会） 

 4) 社員や従業員の雇用状況について「マンション管理業における雇用実態調

査」として「マンション管理トレンド調査」とは別に実施、会員社限定で調

査結果の一部を報告した。 

 調査期間：令和３年４月～７月 ２９１社回答/３５５社（回答率８１．９％） 

 （産業政策委員会） 

   5) 「マンション判例・相談事例検索システム」（会員専用）の利用状況は、利

用会員社数２２８社（内、新規申込会員社数７社、前年度比＋１０．７％）、

アクセス数６，１９４件（前年度比+１０．８％）、検索数３５，１４３件（前

年度比+１６．４％）であった。（産業政策委員会） 

  ④ 上記１．③－６）にて示された配管類の修繕実施状況及び配管清掃の実施状 

況等は適正評価制度の申請時に維持・管理情報として登録を行い、情報の蓄積

を図ることとした。（技術委員会） 

⑤ 災害時に加え、感染症など新たなリスクの発生時においてもマンションでの

生活の継続性を維持するための備えができるよう、管理会社・管理組合への啓

発活動を継続した。 

（危機管理委員会 再掲） 

⑥ 居住者の利便性向上、管理組合運営の活性化等に資する冊子やツールについ

て、居住者の声や会員社の意見等をもとに、既存のツールの作成・見直しを行

い、普及啓発・利用促進を図った。（業務・税制委員会） 

 



   

 

 

 

⑦ 業務に関連するテーマを中心に、関係団体等との情報交換を踏まえた情報提

供を行った。（技術委員会、業務・税制委員会） 

⑧ マンション管理適正化法に定める指定法人として、適切な管理受託業務遂行

のため、管理組合等からの苦情解決申出案件の情報整理を行い、マンション管

理の現場の環境づくりに努めた。なお、当期における苦情解決受理案件はなか

った。（苦情解決委員会） 

⑨ マンション管理適正化法に定める指定法人として、「苦情解決事例」の協会Ｈ

Ｐ、会員向け「マンション判例・相談事例検索システム」に掲載及び研修会を

通じた事例の周知を行い、会員の現場従事者等の広範な業務知識向上及び人材

育成に努めた。（苦情解決委員会） 

⑩ マンション管理に関する相談対応について、適切な相談員の配置を行うとと

もに、本部・支部間の迅速な情報共有による会員の現場従事者等相談者の満足

度向上に努めた。（苦情解決委員会） 

⑪ 相談員体制に関し、新体制として令和３年度より電話相談を本部集約すると

ともに、支部に直接来訪する方への対応は、関西支部においても他支部と同様

に会員会社の相談員による当番制での対応とした。（苦情解決委員会） 

 

 

７．マンション管理業の広報宣伝活動の促進、協会機能の強化 

 

① マンションの資産価値、居住価値の向上に繋がる管理組合・管理会社をはじ

めとする各般の取組事例や提案を広く募集・顕彰する「マンション・バリュー

アップ・アワード２０２１」を展開し、様々な取組事例の蓄積を図るとともに、

有識者による審査を経た優良事例を表彰した。（応募件数：４部門 計４２４件）  

（広報委員会） 

② 「マンション・バリューアップ・アワード２０２１」において各賞を受賞し

た取組事例を協会ホームページに設けた特設サイトで公開し、建物の適切な維

持・管理による資産性の向上、管理会社・管理組合相互のマネジメント力によ

る居住性の向上に向けた取り組みを広く発信するとともに、本年度は新たに、

各賞受賞者の横顔や思いを綴った電子ブック『マンションと生きる』を制作し、

同じく特設サイトで公開した。（広報委員会） 

 

 

 



   

 

 

 

③ これまで首都圏の会場を利用し定員制で開催していた業界イベント「マンシ

ョン イノベーション フォーラム」（ミッションⅡ １．⑫に別掲）について、

より多くの方々に参加機会を提供するための新たな取り組みとして、会場での

開催と同時に、その模様を会社や遠方各地、在宅でも視聴参加できるようオン

ラインでライブ配信したほか、動画共有サービスを利用することで後日の視聴

を可能とした。（広報委員会） 

④ マンション管理に密接な事業を営む企業へ賛助会員加入の案内を行い、４社

の加入を得た。（技術委員会） 

 

 

 ８．その他 

   国土交通省（本省、各地方整備局及び北海道開発局）との各般の意見・情報交

換会等を、継続して実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

 

 

 

 

 

 

 １．労働生産性の向上を意識した管理業務品質の維持向上 

 

① 令和４年度以降に実施するマンション維持修繕技術者資格試験について、国

の「管理計画認定制度」と協会の「管理適正評価制度」の問題を従来の出題範

囲に加えることとした。（技術委員会） 

② 「業務標準仕様」の整備による業務負担の軽減 

1) 「マンション管理業務共通見積書式」の活用方法について各社の活用状況

を確認した。（業務・税制委員会） 

2) 会員社の意見・要望等を踏まえて、管理業務品質の維持向上と業務生産性

の向上、現場負担の軽減に資するための冊子やツールの作成・見直しを行い、

普及啓発・利用促進を図った。（業務・税制委員会） 

 ③ マンション管理適正化法に定める指定試験機関として、管理業務主任者試験

を適正に実施した。 

  ④ マンション管理適正化法に定める登録講習機関として、「管理業務主任者資

格登録に係る登録実務講習」を適正に実施した。 

⑤ マンション管理適正化法に定める登録講習機関として、「管理業務主任者証

の交付に係る講習」を適正に実施した。下期は、Ｗｅｂ化（ｅラーニングシス

テム）して実施した。 

  ⑥ マンション管理適正化法に定める指定法人として、マンション管理業に従事

する者に行う研修であるマンション管理ベーシック研修を適正に実施した。マ

ンション管理アドバンス研修は、新型コロナ感染拡大防止のため開催を見送っ

た。（教育研修委員会） 

  ⑦ マンション維持修繕技術者試験は、マンション適正評価管理制度の発足に伴

う試験範囲の見直しを行った上で実施は見送った。 

   （上記①参照。マンション維持修繕技術者資格認定事業委員会） 

⑧ マンション管理実務体験研修「エレベータ設備編」は、新型コロナ感染拡大

防止のため開催を見送った。（教育研修委員会） 

⑨ 情報発信力を高め、各研修会の受講生を増やす施策として、「研修・講習案内 

メールマガジン」を更に充実させ、適宜発信した。（教育研修委員会） 

 

 

ミッションⅡ 「業界従業者の処遇の改善・社会的地位の確立」に向けた施策 

 



   

 

 

 

  ⑩ 業務品質維持向上に向けた多様な人材の確保のための施策推進 

1) 「マンション管理業 高齢者活躍に向けたガイドライン」に関する会員への

周知は協会ＨＰにバナーを掲載し（高齢・障害・求職者雇用支援機構ＨＰへ

のリンク）閲覧できるようにした。 

また、生涯現役支援窓口を開設している東京都内のハローワーク１２ヶ所

に訪問、作成したガイドラインの説明他、求職者の状況等について情報交換

を行った。（産業政策委員会）（ミッションⅠ６．③－２）再掲） 

2)  東京しごと財団における「５５歳以上の方のための就職支援講習」修了者

及び東京都立城南職業能力開発センター「マンション維持管理科」入校生（修

了予定者）との面談会開催を会員へ周知、３月末時点において１１２名の入

職につながった。（産業政策委員会）（ミッションⅠ６．③－３）再掲） 

⑪ 会員の人材育成に資するため、若手職員を主たる対象としたアジアでのマン

ション管理海外研修の開催を検討したが、コロナ禍の収束が見通せないことな

どから、昨年度に引続き開催を見合わせた。（運営委員会） 

⑫ 次世代のマンション管理を考え、今後の業界の課題解決・イノベーションに

繋げるための業界イベントとして、「すべての人と、暮らす・生きる・考える。」

を本年度のメインテーマに「マンション イノベーション フォーラム２０２１」

を開催した。（広報委員会） 

⑬ 海外のマンション等住宅管理事情を視察・把握し、マンション管理に係る国

際的な知見を広めることを目的として、海外マンション管理事情視察の実施を

検討したが、コロナ禍の収束が見通せないことなどから、昨年度に引続き実施

を見合わせた。（運営委員会）  

 

２． ＩＴ活用･ＤＸ化の推進 

 

① 脱ハンコ政策におけるデジタル一括法の施行並びにＩＴを活用した理事会・

総会の実施に関する標準管理規約の改正を受け、適正実施に向けた周知活動を

行った。（法制委員会）（ミッションⅠ ６．①）再掲） 

② 改正適正化法の施行により可能となったＩＴ重説等や、コロナ禍において拡

大したＩＴを活用した理事会・総会等について、先進事例の収集を行った。 

（業務・税制委員会） 

（ミッションⅠ ６．②）再掲） 

 

 



   

 

 

 

③ コンプライアンスに関する e ラーニング研修の実施に向けてテキストの作成

等を行い、令和４年度に実施することとした。 

（ミッションⅠ２．①－6）再掲） 

④ 管理組合の利便性向上のため、保証受諾証明書をオンラインで交付する新た

な仕組みを始動させ、保証受諾証明書をオンライン上で交付した場合には「保

証受諾証明書受領書」を不要とした。 

（保証機構執行委員会）（ミッションⅠ２．⑤ 再掲） 

⑤ ＤＸの取組の現況について会員社８社へ対面及びＷｅｂ会議システムによ

るヒアリング調査等を行い、具体的な取組事例をまとめ産業政策委員会にて報

告した。（産業政策委員会） 

⑥ マンション管理適正化法に定める登録講習機関として、「管理業務主任者証

の交付に係る講習」を適正に実施した。下期は、Ｗｅｂ化（ｅラーニングシス

テム）して実施した。（ミッションⅡ１．⑤再掲） 

 

３．法制度・税制度等への対応 

 

  ① 建物・設備の老朽化や居住者の高齢化等による、管理組合の機能不全や財政 

悪化、および業界の人手不足による管理会社の経営悪化等の業界が抱える課題 

について、「マンション管理トレンド調査」等の調査によりデータ収集を行った 

（技術委員会、業務・税制委員会） 

  ② マンション管理に関連する周辺法令の動向について、管理組合、管理会社の

ニーズにも配慮した、適時のフォローアップや必要な情報の提供を行った。 

   （技術委員会、業務・税制委員会、法制委員会） 

  ③ マンション管理の質の高度化や、管理のレベルが適正に評価されるよう、区

分所有法やマンション管理適正化法等、マンション管理に関する各種法令に関

して、会員意見の聴取、実態調査、関係団体及び関係当局との意見交換や議論

により、マンション管理のあり方について検討を行った。 

（業務・税制委員会、法制委員会） 

  ④ 「マンションの管理の適正化の推進に関する法律実務Ｑ＆Ａ」を増補改訂し

発行した。（法制委員会） 

  ⑤ 国・地方公共団体との連携 

    マンション管理適正化法の改正を踏まえて、国・地方公共団体と連携し、マ

ンションの適正な管理の推進に資する施策の検討を行った。 

（ミッションⅠ１．①再掲） 


